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投稿論文

タイと日本における小学校の学校評価の実施状況

─校長を対象とした調査結果の比較分析から─

スウィット・カンへー※

State of School Evaluation Implementation of Elementary Schools
in Thailand and Japan : School Principals’ Perspectives

Suwit KUNGHAE

本稿では，タイと日本の小学校の学校評価の実施状況を検討し，タイと日
本の小学校の校長を対象とした調査から得られたデータを基に，現行の学校
評価の取り組みと問題点を明らかにする。結論は次の通りである。全体的に，
タイと日本の学校評価は継続的に発達していくと考えられる。しかしながら，
タイの小学校の学校評価は学校の説明責任というよりむしろ認証評価制度を
強調するものとなっている。言い換えれば，それは公共的アカウンタビリテ
ィーよりむしろ官僚的アカウンタビリティーにより多くの強調を置く傾向が
見られる。一方，日本では，学校評価の実施は，地域の学校と教育委員会に
任せている。これは公共的アカウンタビリティーを達成するために，開かれ
た学校づくりに焦点を合わせて意思決定に関してボトムアップのアプローチ
を取っていることを意味している。両国の学校評価の実施は，様々な問題が
生じており，両国の問題の違いも見られる。タイでは，教員の不足や負担増
加等の問題が生じていることがわかり，一方，日本では，学校評価の過程に
ついての問題が多く見られる。

１．問題の所在と目的

教育の質の向上を目指す教育改革は，世界各国で取り組まれている。学校評価

は，その手段の１つとして活発に取り組まれている。タイと日本も例外ではなく，

教育の改善を目指す教育改革が行われ，その目的を達成するために，学校評価が

実施されている。学校評価とは，一般的には，各学校が教育活動その他の学校運

営の状況について評価を行い，その結果に基づき学校運営の改善や教育の質の向

上を図るものである。ここでは，自己評価と外部評価を含めた仕組みを学校評価
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制度という。

タイでは，1995年頃から新しい教育改革の動きが活発化してきた。1997年憲法

第81条の制定条項に基づき，国家のあらゆる教育にかかわる基本法として「1999

年国家教育法（National Education Act:NEA）」が制定された。改革の１つの柱

として，全教育段階における教育の質の向上をめざした教育の質保証制度の導入

を挙げることができる。教育の質保証制度は内部保証制度と外部保証制度の２つ

の制度によって構成されている。内部保証制度は，教育管理の過程の一部として

継続的に行うものとされている。毎年各学校が自己評価を行い，その評価結果を

年次報告書としてまとめ，管轄機関と関係機関に提出し，公開する。外部保証制

度は，2000年11月に公的機関として設立された教育の質の評価・水準保証事務局

（Office for National Education Standards and Quality Assessment:ONESQA）が

担当して実施することとされた。全教育施設における質の外部評価は，最後に実

施した評価から５年以内に少なくとも１回実施されなければならない(1)。

NEAによればタイの教育の質は漸進的ながら向上している。しかし，教育の質

保証制度あるいは学校自己評価に関するいくつかの調査結果からは次のような課

題が指摘された。①学校自己評価が学校運営の一部として統合的に実施されてい

ない(2)，②学校が教育の質を向上させることよりもむしろ書類作成の業務に多く

の労力を使っている(3)。③自己評価を実施する際に教員の負担が増加した(4)。④

管理職および教員達が学校自己評価報告書を準備するための知識を十分に持って

いない(5)。

一方，外部評価に関するいくつかの調査結果からも，次のような問題が指摘さ

れた。①外部評価の実施方法は教育機関の規模によって多様であるべきであり，

さらに実施時期も検討されるべきである(6)，②教員は本務である学習指導よりも，

高い評価を得るために，事務作業に多くの時間と労力を割いており，結果として，

教育の質の改善には繋がっているかまだ疑問である(7)，③教員が教育の水準に対

して確信を持つことができていない，また外部評価を受けることについても不安

を持っている(8)，④教員の負荷が多く，さらに利害関係者（stakeholders）による

参画が不十分であった(9)。

現在，学校の教育の質の向上を達成するための「方法」あるいは「あり方」等

に関して，タイは未だ開発段階である。従って，諸外国の教育制度の実践を対照

しつつ，追究していく必要がある。学校評価に関する国際的比較研究を概観する
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と，「初等中等教育における教育の質の評価制度に関する研究報告書」が，アメリ

カ，イギリス，ニュージーランドにおける教育の質の評価･保証制度について述べ

ている(10)。また「国家教育水準の策定に関する研究報告書」は，アメリカやイギ

リスなどの教育水準の開発について整理し，教育水準の開発の過程や特徴等を明

らかにしている(11)。他にも，「Educational Research for Policy and Practice,

Special Issue:Quality Assurance」においては，アジア・パシフィック地域を対

象とした分析の中で，タイや日本などの教育の質の保証制度の背景や課題などが

述べられている(12)。しかし，これらの研究は，それぞれの国の状況についてまと

めたものにとどまっており，比較的な考察がなされていない。特に学校評価の取

り組みについては具体的な手法や過程などが言及されていない。そこで，本研究

において，タイと日本の小学校の学校評価を取り上げ，比較研究を行うこととす

る。タイの比較対象国として日本を取り上げる理由は，日本がアジア地域の中で

教育制度が最も整備された国であるといわれるからである(13)。また，タイと日本

の小学校の学校評価制度がほぼ同時期に動き始めているからである。よって，両

国の学校評価が，どのように取り組まれているのか比較研究を行うことは，両国

の学校評価制度の再設計にとって意義があると考えられる。

日本では，「学校評価」の制度が導入されたのは，戦後改革期のことであり，既

に半世紀以上が経過している。日本国内の各地の教育センター等では種々の基準

開発が試行され，中には実際に独自の「学校評価」に取り組む学校も存在してい

る(14)。しかし，結局のところ，学校評価は積極的な意味で学校教育に定着するこ

とはなかった。なぜならば，実施に移すための諸条件が未整備であったり，多く

の学校において「評価拒否」の姿勢が見られたりしたからである(15)。ところが，

学校における自己評価の必要性について，中教審答申「今後の地方教育行政のあ

り方について」（1998年９月）が言及すると，学校評価をめぐる事態は一気に進

展する。さらに，「教育改革国民会議最終報告」の勧告に基づき，2001年に新し

い教育改革の戦略が策定された。その戦略の１つの柱として挙げられたのが，父

母や地域に信頼される学校づくりである。このなかで自己評価の確立，学校評議

員制度の導入などによる開かれた学校づくりが提言された(16)。その後，2002年４

月に施行された「小学校設置基準」（文部科学省令）において，学校が自己評価の

実施と結果の公表に努めることが規定された。そこでは，「自己評価」のみなら

ず，学校評議員（保護者や地域住民など）による評価，すなわち「外部評価」の
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導入も期待されている(17)。また，2005年５月に閣議決定された「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針2005」（いわゆる骨太の方針2005）では，義務教育に

ついて学校の外部評価の実施と結果の公表のためのガイドラインを2005年度中に

策定することとされ，さらに，同年10月の中央教育審機会答申「新しい時代の義

務教育を創造する」においても，学校評価を充実していくためには，学校・地方

自治体の参考に資するよう大綱的な学校評価ガイドラインを策定することが必要

であるとの提言がなされた(18)。そして，2006年３月には，文部科学省が，学校評

価ガイドラインを作成し，各学校が自己評価と外部評価を実施し，その結果を説

明・公表することを，具体的な評価方法や評価項目の例示も含めて提示した(19)。

しかしそれにとどまらず文部科学省は，学校の第三者評価に関する実践研究の一

環として，2006年から都道府県・指定都市教育委員会の推薦により，公立小中学

校各１校ずつ計124校を対象に第三者評価を試行し，2007年８月27日に，その全

体的な状況について，報告書としてとりまとめて文部科学省ホームページで掲載

している(20)。学校評価の実施状況としては，文部科学省が2005年度に実施した調

査では，次のような結果を得た。まず，「自己評価」を実施した公立学校は全体の

98.0%であり，小学校では99.7%である。しかし，外部評価を実施した学校は，

公立学校全体では49.1%であり，小学校では50.2%である(21)。さらに，各都道府

県が実施している学校評価に関する研究からは，次のような成果や課題が明らか

になっている。例えば，福岡県では，学校評価について2002年度から全校実施を

はかっている。その中で課題として教職員全体で学校評価に取り組む風土が醸成

されていない，時間的な余裕が少ない等が指摘されている(22)。また茨城県では，

小・中学校，特殊教育諸学校における学校評価の実施により，その90%以上が教

育活動の改善がはかられたという。学校評価の意義とその方法を，全教職員が十

分に理解していることが，実践に結びついたといわれている(23)。さらに，長野県

では，2005年の学校自己評価の実施率は，目標としていた100%になり，外部評

価の導入もほぼ100%に近い。しかしながら，学校自己評価を進めるに当たって，

外部評価のまとめをどう公表するか，評価項目の設定の仕方，学校自己評価活動

に対する職員の認識不足などの課題が指摘されている(24)。栃木県における学校評

価に関する教員の意識調査では，多くの教員が積極的に学校評価に取り組んでい

ることがわかった。その一方で，「評価基準が明確でない」「評価したことが改善

に活かされない」など，課題を指摘する声もあるとされている(25)。また，2006年
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度に文部科学省が実施した学校の第三者評価試行では，全体的な状況としては，

対象校の９割近くが今後の学校改善に役立ったとした一方，評価者の確保が困難

であることや事務負担が重い実態が浮かび上がったと指摘された(26)。

上述したように，タイでは，学校評価に関する国際的比較研究は，いまだ十分

になされているとは言い難い。本稿では，タイと日本の小学校の学校評価を取り

上げ，全国的な調査を行うことにより比較分析を行うことを目的とする。ここで

は，両国の小学校の校長を対象とした質問紙調査から得られたデータを基に，タ

イと日本の学校評価はどのように取り組まれているか，その運用実態について検

討し，考察する。そして，両国において，学校評価を実施するに当たり小学校は

どのような問題に直面しているかを明らかにする。

２．調査の方法

調査対象 :本稿で用いるデータは，以下の通りである。

タイ：2008年の３月に実施した全国の国立小学校の校長を対象とした「小学校

における学校評価に関する質問紙調査」のデータを用いる。調査対象は，

全国の国立小学校（29,689校）の各地域から1,000校を無作為で抽出し，調

査票を送付した。

日本：2008年の３月に実施した全国の公立小学校の校長を対象とした「小学校

における学校評価に関する質問紙調査」のデータを用いる。調査対象は，

全国の公立小学校（22,607校）の各地域から1,000校を無作為で抽出し，調

査票を送付した。

調査内容：①自己評価：自己評価委員会の設置と委員会の構成，評価指標の設

定，評価項目（重点活動項目)の作成，評価の方法，自己評価の実施時期，

自己評価結果の公表と公表の方法，自己評価の教員への負担に関してそれぞ

れ回答を求めた。②外部評価(27)：外部評価の実施，外部評価委員会の設置と

委員会の構成，外部評価結果の公表と公表の方法，第三者評価（専門家によ

る評価）の実施，外部評価の教員への負担に関してそれぞれ回答を求めた。

③学校評価の活用。④学校評価実施上の問題点。

なお，本研究の調査票は，①，②及び③の部分が主に選択肢で，必要に応

じて自由記述形式を併用し，④の部分が自由記述である。
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タ　　　イ 日　　　本

３．結果と考察

タイの場合，458校から回答を得られた（回収率＝45.8%）。日本の場合，425校

から回答を得られた（回収率＝42.5%）。なお，山根氏(28)のサンプル規模の決定方

式により妥当とされるサンプル数についてみると，タイの対象母集団から分析し

たサンプル規模は394校であり，日本では393校である。従って，本研究で対象と

したサンプル規模は，妥当であると考えられる。

タイと日本の学校評価の取り組みには両国の学校評価制度の導入背景や政策な

どが影響を与えていると考えられる。両国の学校評価制度の導入背景・評価手

法・結果等の公表等については，表１の通りである。
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タイでは，NEAに基づいて，全教育段階に

おいて教育の質保証制度の実施が義務づけ

られている。2003年にタイ教育省は，「基

礎教育段階における教育の質の保証の規

側・方法（省令）」を策定した(29)。各学校

は，この省令に基づいて学校評価を実施し

ている。学校評価は，学校の教育の質の向

上・保証させるために実施されなければな

らない。つまり，学校評価は学校の教育の

質の保証制度の手段とみなされ，教育の基

準の向上と保証を目指すものとされてい

る。また，学校評価は，学校の説明責任の

ためにも重要である。

日本では，中教審答申「今後の地方教育行

政のあり方について」（1998年９月）の影

響で，自己評価の動きが始まったと考えら

れる。また，2002年４月に施行された「小

学校設置基準」（文部科学省令)において，

学校が自己評価の実施と結果の公表に努め

ることが規定された。さらに，2006年３月

には，文部科学省が，「義務教育諸学校に

おける学校評価ガイドライン（学校評価ガ

イドライン）が作成された(30)。各学校が主

に学校評価ガイドラインを基に，学校評価

を実施し，学校の教育活動その他の学校運

営の状況について評価を行い，学校運営の

改善と発展を目指すこととされた。また，

学校運営の質に対する保護者等の関心を高

め，学校が適切に説明責任を果たすことも

期待されている。

１．自己評価：教育の質の内部保証制度の

手段

特徴：

①各学校は，地域の実情等に応じて，基礎

教育段階の教育基準に即して学校の教育基

準を定めている。（教育基準化）

1．自己評価：学校運営の状況と改善課題

を把握するための手段

特徴：

①重点化された具体的な目標の設定

②PDCA サイクルに基づいて毎年学校経営

の一環として自己評価を行い，学校の教育

表１　タイと日本の学校評価制度
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②PDCA サイクルに基づいて毎年学校経営

の一環として自己評価を行い，学校の教育

活動やその他の学校運営に関する取り組み

を検証する。少なくとも年１回実施する。

③自己評価を実施する際に地域住民や関係

機関の参加を奨励するべきであるとされて

いる。

④自己評価委員会の設置が義務。（義務化）

２．外部評価：教育の質の外部保証制度の

手段（第三者評価・専門家による評価）

特徴：

①教育の質に関する外部評価のための基準

（基礎教育段階）に基づき学校の教育の質

を評価する。（教育基準明確化）

②教育の質の評価・基準保証事務局

（ONESQA）が少なくとも５年に１回，自

己評価報告書（Self Assessment Report:

SAR）に基づいて，教育の質の評価を行う。

③外部評価を実施する際に，ONESQAによ

って選抜，研修を受けた２～６名の外部評

価チームが学校訪問調査を行い（約３日間）。

活動やその他の学校運営に関する取り組み

を検証する。年度途中や学期末などに実施

する。

③児童生徒・保護者・地域住民に対するア

ンケートの実施や懇談会の開催により授業

の理解や学校に関する意見・要望等を把握

することは，自己評価の一部と見なされる。

④必要に応じて，自己評価委員会等を設置。

２．外部評価（学校関係者評価）

①各学校は，設置者との連携により，学校

関係者などにより構成される委員会を置

く。（保護者，地域住民等，学校と直接関

係のある者)また，学校評議員や学校運営

協議会等の既存の組織を活用することも考

えられる。

②学校関係者評価委員会は，自己評価の結

果について評価し，学校訪問を行う。年度途

中に中間評価を実施することも考えられる。

３．第三者評価：当事者・関係者でない者

による評価，学校評価の結果等も資料とし

て活用しつつ，教育活動その他の学校運営

全般について専門的・客観的（第三者的）立

場から評価を行う。ただし，法令上実施の

義務はない。（現在，文部科学省が学校の

第三者評価の推進を図るために，国が委嘱

した専門家等による評価や都道府県など地

方地自治体を主体とした評価を実施し，評

価手法等の研究・蓄積・普及を図っている）。

①自己評価結果・年次報告書は，管轄機関

と関系機関に提出し，一般公開を行う。

②ONESQAからの外部評価結果を受け，学

校の外部評価報告書としてまとめ一般公開

を行う。次年度の学校改善に取り組む。

①自己評価および外部評価結果は，保護者

や地域住民などに公表する。

②設置者に提出し，設置者などによる支援

や条件整備などの改善を受ける。

③情報提供は，各学校の判断により，様々

な方法で情報を提供し，特にホームページ

活用の情報提供が促進されている。

出典）関連規法を参考に筆者作成

タ　　　イ 日　　　本



３．１　自己評価

１）自己評価の実施状況

タイと日本では，ほぼすべての対象小学校において自己評価が実施されていた。

２）自己評価委員会の設置と委員会の構成

タイにおいては，自己評価委員会の設置率が高いことがわかる。一方，日本で

は，自己評価委員会の設置率が低いことが読み取れる（表２）。

自己評価委員会の構成は，図１のような結果であった。タイにおいては，委員

会の構成は様々である。一方，日本においては，主に校長と教職員代表から構成

される。

以上の結果から，タイの場合では，自己評価委員会の設置率が高いことと，委

員会の多様性がみられる。その理由は，タイ教育省の基礎教育段階の教育の質の

保証に関する省令により，各学校は，学校体制を整備し，学校評価委員会などを

設けることが義務づけられ，保護者や地域住民の参加が求められており，その影

響と考えられる。日本では，設置率がまだ５割を超えないが，公立学校における
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表２　自己評価委員会の設置状況

設置している 設置していない 備　考
学校数 割合 学校数 割合

タ　　イ 449 98.0% 8 1.7% 無回答１校
日　　本 161 37.9% 264 62.1%

図１　自己評価委員会の構成



学校評価及び情報提供の実施状況（平成14年度間の調査結果）によれば(31)，自己

評価の実施体制については，特別の学校評価ための校内組織を設置している学校

が16.0%を占めており，学校評価委員会を設置していない学校（75.0%）が既存

の校内組織が学校評価の実施を担当しているという結果になった。本調査の結果

に比べると，学校評価委員会の設置率が高くなってきていると考えられる。

３）自己評価指標の設定

両国の結果から見ると，学校評価制度の前提条件としての評価指標は整備され

てきていると考えられる（表３）。

４）自己評価項目（重点活動項目）の作成

タイの結果では，評価項目（重点活動項目）は，主に自己評価委員会が原案を

作成し決定している。日本では，評価項目（重点活動項目）は，主に校長・教頭

が原案を作成し決定している（表４）。この点についてもタイの場合は，教育省の

省令が各学校の評価項目の作成に影響を与えており，そこでは自己評価委員会の

役割が重視されている。一方，日本では，校長のリーダーシップの下で評価項目

を作成し決定している傾向が見られる。

５）自己評価の方法

結果として両国は，自己評価を行う際に，主に評価表で行っており，ほぼ同じ

傾向が見られる。
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表３　自己評価指標の設定状況

表４　自己評価項目の作成状況

設置している 設置していない 備　考
学校数 割合 学校数 割合

タ　　イ 408 89.1% 45 9.8% 無回答５校
日　　本 380 89.4% 45 10.6%

自己評価委員会 学年会等 校長と教頭 その他
学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合

タ　イ 303 66.2% 130 28.4% 18 3.9% 7 1.5%
日　本 116 27.3% 87 20.5% 232 54.6% 10 2.3%



６）自己評価の実施時期

タイでは，主に学校自己評価の実施時期は，年度末に１回実施することであっ

た。日本において学校自己評価の実施時期は，主に学期末ごとに実施することが

分かった（表６）。結果として，タイの場合，半分以上の対象小学校は自己評価を

年度末に１回実施するだけであり，学校評価が学校運営の一部として継続的に行

っていくことが今後の課題となるであろう。一方，日本では，自己評価の実施時

期が様々であり，特に対象小学校の内の約半数では，学期末ごとに学校評価を実

施し，継続的に取り組んでいる傾向がみられる。

７）自己評価結果の公表と公表方法

タイでは，自己評価結果をすべて公表している学校は，半数以上であり，一部

公表しているのは約３割であった。その両方を併せると全体の９割に近い。日本

においてすべて公表している学校は４割以上であり，一部公表しているのは３割

であった。その両方を併せると全体の７割を超えている。
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表５　自己評価の方法

評価表 自由記述 話し合い
学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合

タ　　イ 398 86.9% 155 33.8% 30 6.5%
日　　本 385 90.6% 135 31.8% 10 2.3%

表６　自己評価の実施時期

年度末 学期末 学期途中及び学期末
学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合

タ　　イ 251 54.8% 109 23.8% 94 20.5%
日　　本 139 32.7% 189 44.5% 78 18.4%

表７　自己評価結果の公表状況

公表している 一部公表している 検討中 公表していない
学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合

タ　イ 281 61.4% 124 27.1% 26 5.7% 27 5.9%
日　本 191 44.9% 128 30.1% 20 4.7% 86 20.2%



公表の方法について，タイの小学校では，主に教育委員会に説明していること

が多いが，地域住民や関係機関などへの説明会や学校便りで配布しているという

回答も，５割以上を占めている。一方で，保護者への説明をしているという回答

は，約２割であり，また，学校のホームページに掲載するという方法も低い割合

であった。日本の小学校では，学校便りで配布しているという回答は，約８割に

近い。また，保護者への説明をしていると言う回答と教育委員会に説明という回

答はともに約４割であった。だが，学校のホームページに掲載及び地域住民や関

係機関などへの説明会をしているという回答は，低い割合であった（表８）。全体

的に両国の自己評価結果は，公表している学校が多くみられる。ただ公表の方法

は，様々であり，日本の場合が学校便りや保護者への説明会などを通じて広く評

価結果が公表されている。これらの結果は地域との連携や協働などに影響を与え

ると考えられる。タイの場合は，主に教育委員会に説明しており，学校評価の結

果を広く公表することは今後さらに検討課題になろう。

８）自己評価の教員への負担

結果として，タイの場合では，「大きな負担」と「負担は増えているがやむをえ

ない」が併せて約６割であり，日本の場合，約半分以下であった（図2）。その理

由は，タイの学校評価制度が義務化され，教育の質の保証を強調しており，外部

評価を受けることが，教員の負担に影響を与えていると考えられる。日本の場合

では，学校評価制度（自己評価と外部評価）が同時に義務化されたのではなく，

地方教育委員会や各学校裁量をみとめて教員の負担軽減のための様々の工夫が促

進されていると推察される。
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教育委員会
に説明

市域住民等
への説明会

学校便り
保護者への
説明会

ホームページ
に掲載

その他

表８　自己評価結果の公表方法

学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合
タイ 381 83.2 282 61.1 232 50.7 108 23.6 42 9.2 7 1.5

% % % % % %
日本 145 45.5 63 19.7 245 76.8 148 46.3 75 23.5 7 2.1

% % % % % %



３．２　外部評価

１）外部評価の実施

タイでは，NEAの規定に基づいて，すべての対象学校は，外部評価（第三者評

価）を実施している。一方，日本では，外部評価（学校関係者評価）を実施して

いる学校は59.5%（253校），検討中の学校が30.1%（128校）であった。全く検

討・実施していない学校は10.4%（44校）である。文部科学省の2005年度に実施

した調査では外部評価を実施した小学校は50.2%であり，外部評価の実施率が高

くなったことがうかがわれる。

２）外部評価委員会の設置と委員会の構成

タイでは，外部評価を受けるために，外部評価対応委員会を設置している学校

は約７割であり，設置していない学校は約２割であった。一方，日本では，253

校のうち外部評価委員会を設置している学校は約半分以上であり，設置していな

い学校は半分に近いという結果になった。
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図２　自己評価の教員への負担

表９　外部評価委員会の設置状況

設置している 設置していない 備　考
学校数 割合 学校数 割合

タ　　イ 338 73.8% 116 25.3% 無回答４校
日　　本 134 52.9% 119 47.0%



委員会の構成について，タイでは，約８割が校長，教職員代表，保護者や地域

住民の代表から構成されている。日本では，学校評議員79.1%，PTA役員76.1%

が主に構成されている。他には，地域住民や関係機関職員42.5%，学識経験者

26.5%，保護者21.1%，他校の教職員６%が若干見られる。

結果として，タイの場合では，評価を受ける側として外部評価対応委員会とい

う形で設置し，ONESQA の評価に対応できるように保護者や地域住民の代表を

加えて設けられる。日本の場合では，開かれた学校づくりや学校説明責任を高め

るために学校関係者（stakeholders）から構成されているため，外部委員に多様

性が見られる。

３）外部評価結果の公表と公表方法

タイでは，外部評価結果をすべて公表している学校及び一部公表しているのは，

その両方を合わせると全体の８割を超えた。一方，日本では，外部評価結果をす

べて公表している学校及び一部公表しているのは，その両方を合わせると全体の

７割に近い。

公表の方法については，表11のような結果であった。全体的には，両国の外部評

価結果の公表率は高く，さらに公表方法も様々な方法で行われている。地域の

人々が学校の教育活動や学校運営等に対する理解を深めていくための方法が模索

されているといえよう。
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表10 外部評価結果の公表状況

公表している 一部公表している 検討中 公表していない
学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合 学校数 割合

タ　イ 278 60.7% 98 21.4% 47 10.3% 34 7.4%
日　本 208 48.9% 83 19.5% 29 6.8% 95 22.4%

教育委員会
に説明

市域住民等
への説明会

学校便り
保護者への
説明会

ホームページ
に掲載

その他

表11 外部評価結果の公表方法

学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合 学校数 割　合
タイ 357 77.9 285 62.2 194 42.4 103 22.5 47 10.3 － －

% % % % % %
日本 109 37.5 31 10.6 233 80.0 134 46.1 64 22.0 6 2.1

% % % % % %



４）第三者評価（専門家による評価）の実施

タイにおいては，すべての対象小学校が，ONESQA による第一回の外部評価

を受けた。日本では，第三者評価を実施している学校が5.2%（22校）であった。

一方で，実施していない学校は82.1%（349校）を占めている。また，予定なしと

いう学校は6.8%（29校）であり，検討中しているのは5.6%（24校）であった。

５）外部評価の教員への負担

全体として，タイの場合では，「大きな負担」と「負担は増えているがやむをえ

ない」を合わせて約７割であるのに対し，日本では，約４割であった（図３）。タ

イの小学校の負担は，日本の小学校より多くなっていることが見られる。その理

由は，タイの外部評価は法令上実施義務化されていることが背景にあると考えら

れる。各学校は，ONESQA による定められた外部評価のための基準（基礎教育

段階）に基づいて外部評価を受けなくてはならないことが教員の負担に影響を与

えていると考えられる。

日本の場合，外部評価は，まだ実施義務化されていないがこれまでの進行状況

によると教員の負担感は増える可能性があると考えられる。

３．３　学校評価の活用

１）学校評価によって明らかになった課題に対する方策の策定

タイの場合，全教職員が学校評価の結果を検討し，改善課題を引き出すという

回答は71.2%であった。自己評価委員会や外部評価委員会ごとに学校評価の結果

を検討し，改善課題を引き出すとの回答は58.1%を占めている。また校長・教頭
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図３　外部評価の教員への負担



が学校評価の結果を検討し，改善課題を引き出すという回答は31.1%，学年会や

委員会ごとに学校評価の結果を検討し，改善課題を引き出すという回答は14.4%

を占めている。一方，日本では，主に学年会や委員会ごとに学校評価の結果を検

討し，改善課題を引き出すという回答は64.2%であり，また校長・教頭が学校評

価の結果を検討し，改善課題を引き出すとの回答もほぼ同じ割合（60.7%）であ

った。自己評価委員会や外部評価委員会ごとに学校評価の結果を検討し，改善課

題を引き出すとの回答は，20.2%であった。

２）学校運営の改善に繋がっている学校評価

タイにおいては，自己評価および外部評価の実施により，学校運営方針に反映

させ，学校運営の改善に繋がっているという回答は88.4%（405校)であった。一

方学校運営の改善に繋がっていないという回答の割合は11.4%（52校）を占めて

いる。一方，日本では，自己評価や保護者対象のアンケート結果の検討は，学校

運営方針に反映させ，学校運営の改善に繋がっているという回答は98.8%（419

校）であった。学校運営の改善に繋がっていないという回答の割合は1.2%であっ

た。また，外部評価（学校関係者評価)により，学校の現状と課題について共通理

解を持ち，学校運営の改善が円滑かつ適切に行われていると思っているという回

答は89.6%（381校）であり，学校運営の改善が円滑かつ適切に行われていると思

っていないのは9.6%であった（無回答は，0.7%）。結果として，両国では，学校

評価が学校運営の改善に繋がっていると認識されているという傾向が見られる。

３．４　学校評価実施上の問題点

学校評価実施上の問題点は，自由記述の回答から得られたデータを自己評価と

外部評価の２つの部分に分けた。その結果は以下の通りである。

１）自己評価実施上の問題点

タイにおいては，学校自己評価実施に当たっては，次のような問題点が挙げら

れている。①学校は，教員不足であり，教員が学習指導に対する多くの時間を割

いており，さらに，他の仕事も責任を負っている。そのため彼らは効果的に働く

ことができない。②学校自己評価を実施する際に，予算不足である。③教員一人

一人が学校評価に関する知識を持っていない。また，学校評価の実施に対する共

通理解が不足であり，学校評価の過程や評価結果等に影響を与えることが推察さ

れる。④保護者や地域住民等による学校評価への参加時間があまり多くない，ま
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た，学校評価が学校のみの責任であると思っている。⑤教員は，学校の情報発信

システムの設定に関する知識をまだ十分に持っていない。⑥学校評価を実施する

際に，監督機関からの支援や指導などが不十分である。

日本においては，学校自己評価実施に当たっては，次のような問題点が挙げら

れている。①学校評価指標や基準などが明確でないため，自己評価を行うことが

困難である。②評価項目が多過ぎて，学校評価のすべての項目を評価することは

難しい。③学校改善に繋がることが全教職員に十分に理解されていない。④自己

のことを評価するのは客観性に乏しい，個人によって基準が曖昧であるため難し

い。⑤自己評価の実施，集約，検討などに時間がかかる。

２）外部評価実施上の問題点

タイにおいては，外部評価について，次のような問題が挙げられている。①学

校は，教員不足や教員の負担増加などの問題に直面している。さらに，学校の情

報や書類準備が不足している。②学校は，外部評価を受けるための細かい情報や

評価の枠組みなどに関して，まだ十分に理解がなされていない。③外部評価を受

ける準備のための予算が不足している。④外部評価を受ける際に，評価者によっ

て評価基準が様々であり，さらに，評価者の信頼性にまだ疑問がある。⑤学校は，

外部の評価の基礎として情報発信システムの設定が欠如。⑥外部評価を実施する

際に，監督機関からの支援や指導などが不十分である。

日本においては，外部評価について，次のような問題が挙げられている。①外

部評価者が常に学校に足を運び，教育目標達成に向けて取り組みができているか

どうかを見極めるのはかなり難しい。②評価項目が多過ぎて，すべての項目につ

いて評価してもらうことは難しい。③設問によっては評価基準が評価者によって

まちまちとならざるをえないので，客観性をどう持たせるかが難しい。④評価を

実施する労力と実施後の集計・分析は時間を要するので勤務時間の多くを割かな

ければならない。⑤学校の教職員を上回る専門性を外部評価者の多くに期待する

ことは非常に困難である。⑥情報の提供方法と教育活動の公開についての問題が

ある。

以上のように，両国の学校評価実施の際に様々な問題が生じていることがわか

る。また両国の問題の違いも見られる。タイの小学校では，自己評価及び外部評

価を受けるために教員の不足や負担増加等が挙げられている。それは，まず，タ

イにおいては全国的に教員の不足に直面しており(32)，特に小学校では約一万校以
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上が小規模校のため，小学校の教員達が，既に負担が多くなっていることが背景

にあると考えられる。そして，教員の負担が増えている要因としては，特に次の

３点が直接関係していると考えられる。第1に，評価基準の明確化と細目化。より

詳細に評価されるようになったことから，教員は，多方面の評価に備えなくては

ならなくなったこと。第２に，評価期間の長期・定期化。自己評価は，学校運営

の一環として年１回継続的に実施することが義務化されており，日常的に準備を

行わなくてはならなくなってしまったことと，外部評価を５年毎に受けなければ

ならないこと。第３に，評価結果の公開。その結果を公開するための時間や負担

が増えたこと。また学校評価を実施するための知識等の問題については，校内研

修や監督機関からの支援や指導などが不十分であることが同様に背景としてある

と考えられる。一方，日本の場合は，学校評価の過程についての問題等が多く見

られる。例えば，評価項目の設定，情報の提供方法，外部評価者としての専門性

を備えた人材の不足等が挙げられている。その背景には，まず，学校評価を実施

する際に学校や教育委員会の判断に委ねられているために独自性が発揮できるが，

学校や教育委員会ごとに評価基準，評価項目，情報提供方法，公開方法などを設

定しなければならないという点からくる難しさがある。各学校では学校評価ガイ

ドラインにおける学校評価実施方法・結果公表や評価項目などを参考にしている

が，実際に各学校が独自に学校評価の項目の設定や情報提供の方法などにおいて，

手探りで進めなければならないことから混乱が生じていると考えられる。しかし，

学校評価は，全国的に画一的な項目に基づいて行うものではない，地域や学校等

の特色づくりを促進するためのツールであることは重要である。

４．まとめ

以上において，本研究では，次のような結論を導くことができる。まず，全体

的に，タイと日本の学校評価の取り組みは，制度化され，継続的に発達してきて

いるといえる。両国の学校評価の動きは中央からの政策的なトップ・ダウンのア

プローチよって展開している。ところが，学校評価の手法や実施プロセス等に相

違点が見られる。例えば，自己評価実施に当たって，タイでは，自己評価委員会

を中心に学校評価活動の責任を負う。外部評価としては，ONESQA という独自

の法人機関に所属するいわゆる専門家による外部評価が実施されている。こうし

た制度は，タイの小学校の学校評価実施が学校の説明責任（accountability）とい
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うよりむしろ認証評価制度（accreditation system）に多くの強調を置いているか

らであると思われる。学校評価を教育の質の保証制度のための手段として各学校

は活用し，結果責任（outcome）が強調され，それによって教育水準を維持しな

ければならない。言い換えれば，それは公共的アカウンタビリティー（public

accountability）よりむしろ官僚的アカウンタビリティー（bureaucratic

accountability）(33)により多くの強調を置く傾向が見られるということができる。

一方，日本では，学校評価の具体的な方法は，学校や教育委員会の判断に委ねら

れている。学校評価実施の際に保護者や地域住民などの意見も加えて，自己評

価・学校関係者評価・第三者評価という３つの評価手法を通じてそれらが併行し

て活用され，学校改善に結びつけていくように様々な工夫がされている（ただし，

第三者評価についてはどのような制度となるかは未確定の部分が多い）。これは公

共的アカウンタビリティーを達成するために開かれた学校づくりに焦点を合わせ

てボトムアップのアプローチをとっていることを意味する。

両国の学校評価実施に当たっては，いくつかの問題がある。例えば，タイにお

いては，教員負担の増加，予算面の問題，監督機関からの支援不足などの問題が

残っている。日本においては，評価項目・評価基準の設定，情報システム構築な

どの問題が指摘されている。ここで，両国が相互に学ぶことができると思われる

点について整理したい。タイの学校評価制度を充実させていくために日本から学

ぶべきは，第１に，自己評価を行う上で，児童生徒や保護者，地域住民等の参加

を奨励することである。児童生徒や保護者，地域住民を対象とするアンケートに

よる評価や保護者などとの懇談会を通じて，授業の理解度や保護者・児童生徒が

どのような意見や要望を持っているかを把握することが重要である。第２に，自

己評価の信頼性・妥当性を高めること。日本のような学校関係者評価を取り入れ

ることにより，学校の自己評価は，学校運営の改善を図る上で不可欠のものとし

て，有機的・一体的に位置付けるべきものである。日本の学校評価の成果や実施

上の問題点等を事例として，タイの学校評価を実施するに当たっては参考にして

進めていくことが重要であると考えられる。そして日本の学校評価制度を充実さ

せていくためにタイから学ぶべきことは，学校の教育の質の保証制度であると考

える。現在，日本の学校評価制度も全国的な教育の質保証制度が求められている。

そのためには，教育基準・評価指標の設定や第三者評価機関の設置などについて

は，タイの教育の質保証制度の成果や課題などを参考にして日本の学校評価制度
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が発展していくことも必要であると考えられる。両国の学校評価制度を充実させ

るためには具体的な実施状況まで踏み込んで検討することは今後の重要な課題で

ある。
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